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法的なことがあったとしても、国を守るためにはや
むを得ないという理解なのだろう。
　それでも根拠法等が必要だという世論に押されて、
2015 年 11 月にメイ内相（当時）が英国議会情報保
安委員会に、調査権限法（Investigatory Power Bill）
を提出した。これによって英国でも、無制限な通信
データやネットに対する情報収集は、第三者からの
許可を得てからやらなければならなくなった。それ
以前は、調査権限規定法（RIPA、2000 年）によっ
ていたが、非常に内容が曖昧で法律の体をなしてお
らず、MI6 や GCHQ はやりたい放題だった。そこで
RIPA に代わり、時代に即した調査権限を情報機関と
捜査機関に与え、監視体制を強化することになった
のである。

　主な狙いとしては、①情報機
関や捜査機関の通信データ収集
のルールの明確化、②これらの
機関に対する監視体制の強化、
③時代にあったデジタル・デー
タの収集、保存を挙げているが、
なかでも②に重点が置かれてい
る。

４．日本のインテリジェンス・コミュニ
　　ティと今後の課題

　日本では、公安調査庁、防衛省自衛隊、警察庁、
外務省に加えて、最近は拡大コミュニティとして、
入国管理局、税関、金融庁、経済産業省、海上保安
庁からも、事案に応じて情報提供を行うことになっ
た（図 7）。それらの情報は、内閣情報調査室に集め
られ、内閣情報官を通じて首相に報告されるしくみ

（首相ブリーフィング）となっている。安倍政権になっ
てから、それまで週に 1 回の首相ブリーフィングが、
週 2 回に増えた。
　現在の体制は、内閣危機管理監（事態対処・危機
管理）、国家安全保障局長（NSC）、内閣情報調査官（内
閣情報調査室）の三本柱で構成されている。ただし
内閣情報調査官は他の二つに比べると 1 ランク下の
位置づけとなっている（図 7）。
　

（１）外務省国際情報収集ユニット
　2013 年 1 月のアルジェリア人質事件、2015 年 1

機関は一日に 21 ペタバイトという膨大な情報を収
集していたことが発覚した。スノーデンは「英国の
GCHQ は NSA よりひどい」と皮肉った。デヴィッド・
オマンド GCHQ 長官は「英国には頭があり、米国に
はカネがある」と述べたが、以前に米国 NSA はテン
ポラに 1 億ドルを拠出したこともあった。
　それでは何が問題なのか。対峙するロシアや中国
の情報を収集するのであれば、それなりに理解でき
なくもないが、（日韓独仏など）同盟国に対する情報
活動が明らかになり、それに対しては疑念の声も出
ている。世界各国の米大使館の屋上には通信傍受機
器が備えられて情報収集しているといわれている。
最近の話題では、メルケル首相の携帯電話の通信傍
受活動が明らかになり、外交問題にもなった。

　米国にとって 5 Eyes と言われる国々は情報上の同
盟国であり、「情報を共有し互いに監視はしない国」
であるが、同盟国であっても情報収集の対象となる
国がある（独仏日韓など）。NATO 諸国の中で英米に
一番近い国はドイツといわれており、ドイツは米国
からさまざまな通信機器を供与されて通信傍受活動
をしている。それでもドイツは通信傍受の対象国に
なっている。

（５）スノーデン事件の余波
　スノーデン事件の後、これに関連して英国では
MI5、MI6、GCHQ の各長官が議会で証言し、情報活
動の重要性を訴えた。実は、GCHQ の長官が公に顔
を明らかにするのはこれが初めてであった。それま
でテレビ等のインタビューを受けても、必ず顔にモ
ザイクが施されていた。
　一般世論は、長官たちの訴えに耳を傾け、GCHQ
の活動の一定の理解を示した。その背景には、英国
民には歴史的に 007 のよいイメージがあって、情報
機関は信頼の置ける組織という通念がある。多少脱



8英国に学ぶ日本のインテリジェンス

月のシリア邦人人質事件、同年 3 月チュニジアの銃
撃テロ事件、同年 11 月のパリ同時多発テロ等を受け
て政府は、2015 年 12 月 18 日、外務省総合外交政
策局内にテロ情報を扱うユニットを設置した。
　ユニット長は、警察および地域別（東南アジア・
南アジア・中東・アフリカ）を担当する 4 審議官の
うち、2 名が警察、2 名が外務省で、情報収集担当官
は外務の語学専門員が担当する。職員は内閣官房国
際テロ情報集約室員を併任。
　20 名程度とされる情報収集担当官は、大使館員の
身分で在外公館に出向し、赴任国政府や各国の情報
機関とテロ情報を交換する。ただしグレーゾーンの
活動は行わない。2016 年 9 月に人員が 40 人から
80 人に増員された。

　この組織の主たる目的は、テロに関す
る国内外の情報を収集することである。
ただしコンスタントな収集はせず、各
国のテロ対策組織との情報交換が基本と
なっている。危険を冒してまで情報を収
集することまではやっていない。
　組織自体は、外務省内にあるが指揮命
令系統は内閣官房から来る。組織上のトッ
プは外相だが、運用上のトップは内閣官
房長官で、内閣官房の国際テロ情報集約
室（室長：内閣官房副長官）が実質的な
指令を出している。つまり内閣情報調査
室が運用を司っている。そもそもこのユ
ニット自体、警察と外務省のハイブリッ
ドの組織で、インフラ（大使館、外交電
報など）は外務省が提供するが、実際の
情報収集は警察が行うという体制である。
　

（２）日本のインテリジェンスの課題
　情報コミュニティの規模は他国と比べ
て小さく（⇒要員は推定 5000 人、予算
は 1500 億円規模）、実戦経験に乏しく、
対外情報機関もないなど、課題は多いと
はいえ、近年次のように改善されてた点
も少なくない。
①合同情報会議の設置、合同情報研修の
開始
　⇒各省庁間での情報の共有が進んでい
る。
②特定秘密保護法と適性評価制度の導入

　⇒防諜体制、機密保護制度の不備の改善。
③国家安全保障会議（NSC）の設置
　⇒官邸からの情報要求が出るなど、インテリジェ
ンスへの関心が高まった。

（３）インテリジェンス強化に向けた喫緊の取り組み
　世界を見回しても珍しいほど対外情報機関がない
という日本の現状に対して、現在自民党などが「日
本版 CIA 構想」を提言しているほか、国家安全保障
戦略（2013 年 12 月）では「人的情報、公開情報、
電波情報、画像情報等、多様な情報源に対する情報
収集能力を抜本的に強化」することが謳われ、衆議
院の情報監視審査会設置に関する国会法の改正でも

（2014 年 6 月）、情報収集のための行政機関の設置に
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に対する聞き取り調査も十分にやっていない。これ
は危険を冒さずにできる情報収集の方法であるが、
それも十分とは言えない現状だ。
③ドローンによる現地情報収集
④低い解像度のマイクロ衛星の可能性の検討
⑤国際的な情報協力ネットワークへの参加
　5 Eyes、欧州・東南アジア諸国との情報共有など
である。
⑥情報の質向上のための努力
　大学や民間シンクタンクとの連携協力、ビッグデー
タの活用、インテリジェンス・リテラシーの向上な
どである。
　いずれにせよ、対外情報組織をつくれば情報収集
ができインテリジェンスが強化されるという安易な
考えは捨てて、まずはできるところから地道にいろ
いろなことを積み上げ、戦略を立てていくことが重
要だ。いろいろ手を尽くした上で、対外情報組織を
作ることを考えるのが順当な進め方ではないかと思
う。

（本稿は、2018 年 6 月 13 日に開催した政策研究会
における発題内容を整理してまとめたものである。）

ついて言及があった。
　しかし乗り越えるべき課題も山積しており、その
実現に向けては「道遠し」という印象だ。その最大
の障害は、日本の公務員は海外で脱法行為をするこ
とが可能か、情報収集活動をしていて逮捕された場
合の対処、組織をどの省庁の下におくかなどについ
て、法律的にどう解決するかという問題がある。
　例えば、他の国では、自国の情報要員（公務員）
がスパイ容疑で逮捕された場合、自国にいる相手国
のスパイ（情報要員）を（スパイ容疑でもって）逮
捕して、情報要員同士の相互交換をする。しかし日
本にはスパイ防止法がないためにそれができない。
　このような時間のかかる難題を解決することより
も、先にやるべきこと、やれることはたくさんある。
例えば、次のような内容だ。
①オシント（OSINT=open source intelligence）の充実。
　まずはオシント、すなわち一般に公開されている
膨大な情報の中から、必要な情報を収集・分析する
活動の強化である。
日本には「ラヂオプレス」という元外務省所管の組
織があるが、そこでは海外のラジオやテレビ放送を
聴取・視聴し、その情報をもとに翻訳・作成した記
事を、報道機関や中央官庁に配信している。北朝鮮
の公式情報の多くもこのラヂオプレスからのものだ。
ところが最近、予算不足のために新しいアンテナを
設置できずに放送・電波の受信に難儀しているとい
う。英国の BBC モニタリング・サービスが 70 言語、
145 カ国をカバーしているのと比べると、ラヂオプ
レスはわずかに 20 数カ国しか扱っていない。 こう
した公開情報の分析は日本が得意とする分野でもあ
るので、もっと強化する必要がある。
②聞き取り調査
　例えば、日本に北朝鮮から帰ってきた拉致被害者


